
令和 6 年 8 月 19 日  
  
原子衝突学会 会則  
  
【第１章 総   則】  
第１条    本会は原子衝突学会（The Atomic Collision Society of Japan）という。 
第２条    本会は 日本における原子衝突および関連分野の研究を促進するとともに、国際的交流をはか

り、学術・文化の発展に寄与することを目的とする。 
第３条    本会は前条の目的を達成するために次の事業を行う。 

1. 研究発表会、学術講習会、研究会等の開催  
2. 国際研究集会の開催  
3. 会報等の出版物の刊行  
4. その他前条の目的を達成するために必要な事項および事業等  

第４条    本会は前条の事業を行うための事務局と細則に定める常置委員会を置く。 
   
【第２章 会   員】  
第５条    本会の会員は次に掲げる正会員、賛助会員および名誉会員の３種とする。  

1. 正会員は原子衝突およびその関連分野の研究に従事する個人 
2. 賛助会員は本会の趣旨に賛同しその事業を援助する個人または団体 
3. 名誉会員は原子衝突およびその関連分野の研究に著しい功績のあった個人、また

は本会に対して特に功労のあった個人  
第６条    正会員および賛助会員の入退会は、別途細則に定める手続きによる。 
第７条    名誉会員は運営委員会が推薦し、総会の承認によって決定する。 
第８条    会員は細則に定める会費を納めなければならない。ただし名誉会員は会費を納めることを必要

としない。 
 第９条    会員は本会の行う事業に参加し、会報の配布を受けることができる。 
 第１０条   会員は次の理由によってその資格を失う。 

1. 退会 
2. 細則に定められた期間以上の会費滞納 
3. その他運営委員会において会員として不適当と決議された場合 

  
【第３章 役   員】 
第１１条   本会に次の役員を置く。 

1. 会長       １名  
2. 副会長       １名 
3. 幹事 若干名 
4. 運営委員 若干名 
5. 会計監事       ２名 

第１２条    1.  会長は正会員の中から正会員による直接選挙により選出する。 
2.  運営委員および会計監事の選出は正会員の互選による。 
3.  会長、運営委員および会計監事の選出法については細則によりこれを定める。 



4.  会長は第１４条４項に定める幹事会の議を経て第１３条１項に定める運営委員会に委員を補

充することができる。ただしその数は正会員の互選により選出された委員数の５分の２をこえない

ものとする。 
5.  会長は運営委員または会計監事を兼任できない。 
6.  運営委員は会計監事を兼任できない。 

第１３条    1.  会長および運営委員は運営委員会を構成する。 
2.  会長は運営委員会の委員長を兼任する。 
3.  幹事は会長により運営委員のなかから指名され、運営委員会において承認された者とする。 

第１４条    1. 会長は本会を代表し本会の運営に当たる。 
2.  副会長は会長により幹事のなかから指名され、運営委員会において承認された者とする。  
3.  会長が事故等により職務を遂行できない場合は副会長が職務を代行する。 
4.  会長と幹事は幹事会を構成する。 
5.  幹事は庶務、編集、行事、広報渉外、顕彰、その他の会務を担当し、運営委員会の決定に

基づいて業務をおこなう。 
6.  会長は、必要に応じて第３条４項に基づく特別事業をおこなう委員会を設け、その委員長を

指名する。 
7.  会計監事は本会の会計を監査する。 

第１５条    1.  第１１条に定めた役員の任期は２年とする。 
2.  第１２条４項により補充された委員の任期は 1 年とする。 
3.  役員は任期が満了しても後任者の就任まではその職を行う。 

  
【第４章 総会および運営委員会】   
第１６条   運営委員長は次の場合、運営委員会を招集する。 

1. 運営委員長が必要と認めた場合  
2. 運営委員の３分の１以上が要求した場合 

第１７条    1.  運営委員会は出席委員数と委任状数の合計が委員総数の半数以上でありかつ出席委員数

が委員総数の３分の１以上のとき成立する。ただし前条１項の場合は文書による持回りで行

うことができる。 
2.  運営委員会の議事は、会則・細則に特に定める場合を除き、出席委員の過半数で決し、可

否同数の時は委員長が決する。文書持回りの場合は委員総数の過半数により決し、可否同

数の時は委員長が決する。 
第１８条   総会は全会員で組織する。本会は年１回定期総会を開くほか必要なときには臨時総会を開く。 
第１９条    1.  総会は出席正会員数と委任状数の合計が正会員数の５分の１以上のとき成立する。 

2.  総会の議事は、会則および細則に特に定める場合を除き、出席正会員の過半数で決し、可

否同数の時は議長が決する。 
  
【第５章 会   計】  
第２０条   本会の経費は会費、寄附金、その他の収入による。 
第２１条   本会の予算は総会の承認を受けなければならない。 
第２２条   本会の決算は会計監事の意見を付して総会に報告し、その承認を得なければならない。 
第２３条   本会の会計年度は毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。 
   
【第６章 会則の変更】   



第２４条   会則の変更には総会出席会員の３分の２以上の同意を必要とする。 
  
【第７章 解   散】  
第２５条   本会の解散は運営委員会出席者の３分の２以上の同意ののちに郵便投票による全正会員の３

分の２以上の同意により決する。 
第２６条   本会の解散に伴う残余財産は運営委員会出席者の３分の２以上の同意ののちに郵便投票に

よる全正会員の３分の２以上の同意を得て、本会の目的に類似の目的を有する公益事業に寄

附する。 
   
 付   則    
1. この会則の変更は昭和５５年１月９日より実施する。 
2. 会則第１５条の規程にかかわらず、昭和５５年度に正会員の互選により選出された委員の半数の任期

は１年とする。 
3. 会則第１２条２項の変更は、昭和６２年７月３日より実施する。 
4. 平成４年８月２５日会則第３条４項の一部変更および第１４条４項の追加は、平成４年度より適用する。 
5. 会則第１３条の一部変更は、平成１４年度より適用する。 
6. 会則第１１条、第１２条，第１３条，第１４条，第１５条の変更は、平成１５年度より適用する。 
7. 会則第４条、第７条，第１０条，第１１条，第１２条，第１３条，第１４条，第１５条，第１６条，第１７条，第２５

条，第２６条の変更は、平成１６年度より適用する。 
8. 会則第１条の変更は、平成２４年度より適用する。 
9. 会則第１４条５項の変更は、令和６年度より適用する。 
10. 会則第１０条３項の変更は、令和６年８月９日より適用する。 
   



  
【入退会に関する細則 】  
1.    本会への入会は会員の推薦を必要とする。 
2.    入会しようとする者は、入会申込書に必要事項を記入し、事務局に提出の上、幹事会による会員資格

の承認を受ける。 
3.    会員としての資格を承認された者は、すみやかに所定の入会金、入会年度分の会費を事務局へ納入

する。 
4.    上記費用の納入されたものについて、幹事会は入会手続きをとり、会員として登録する。 
5.    本会を退会しようとする会員はその旨を書面で事務局に提出の上、幹事会の承認を受ける。ただし会

費滞納分があるときは退会を認められない。 
6.    退会を承認された者および会則第１０条２，３項による会員資格消失者については幹事会は資格消失

手続きをとる。 
7.    この細則の変更は総会出席正会員の２分の１以上の同意により決する。 
  
  付   則    
1. この細則の変更は昭和５５年１月９日より実施する。 
2. 本細則第 3 項の一部変更は、平成２６年４月１日より実施する。 
  
【会費その他費用に関する細則】 
1.    入会金（正会員のみ）                  １，０００円 
2.    会費   

一、 正会員を一般会員と学生会員および終身会員に分類する。会員は以下の会費を各年度初頭

に納めなければならない。ただし終身会員の会費納入は免除される。 
一般会員 年 額  ５，０００円 
学生会員 年 額  ２，５００円 
賛助会員 年 額  一口３０，０００円 

を一口以上 
二、 学生会員とは、学部学生、大学院生、研究生など学籍を有する者で学生会員の申込み書と指

導教官またはこれに準ずる者による証明書を提出し幹事会で認められた者をいう。学生会員は

年度が改まる以前に再び学生会員申込み書と証明書を提出しなければならない。これを怠っ

た者は次年度は自動的に一般会員として扱われる。 
三、 終身会員とは、満１５年以上本会の正会員であって満７０歳以上の正会員のうち、                    

(1)本人からの申請にもとづき幹事会の承認を得て会長が認定した者                                        
(2)幹事会の推薦により会長が認定した者                                                                                      
をいう。終身会員の認定は正会員期間および年齢の条件が満たされた年度までの会費完納を

条件とする。 
3.    会費その他の費用の納入の猶予期限は１年以内とする。 
4.    本細則の変更は総会出席正会員の３分の２以上の同意により決する。 
   
   付   則 
1. この細則の変更は昭和５５年１月９日より実施する。 
2. 昭和５８年６月２８日第１，２項一部変更、昭和５９年度より適用する。 



3. 平成５年８月３１日本細則２の改正は平成６年度より実施する。ただし、終身会員に関する事項は平成５

年度より実施する。 
4. 本細則第２項の一部変更は平成１５年度より実施する。 
5. 本細則の変更は平成１６年度より実施する。 
  
【会長、運営委員および会計監事の選出に関する細則】 
・選挙管理委員会  

1.    選挙管理委員４名は、総会において正会員の互選により選出する。選挙管理委員は選挙管理委

員会を構成し、選挙事務を行う。 
・会長の選出  

2.    会長の選出は、前会長の任期満了前に行うものとする。 
3.    正会員１０名以上の署名を持って会長候補者を推薦することができる。会長の重任は２期までに限

って認める。 
4.    会長の候補者が複数の場合は、正会員の無記名単記の投票一回により会長を選出する。同一得

票数の場合は抽選により決定する。 
5.    会長の候補者が１名の場合は、正会員の無記名の投票により、信任投票を行い、有効投票数の２

分の１以上の得票をもって信任とする。不信任の場合は項目３の手続きに従い、再度会長選挙を

行う。 
6.    運営委員である者、あるいは運営委員に選出された者が会長に選出された場合は会長職を優先

し、運営委員選挙で次点の者を運営委員として選出する。この場合の任期は会長に選出された者

の残任期間とする。会計監事である者が会長に選出された場合は会長職を優先し、会計監事は

欠員とする。欠員分は次回の総会で選出する。 
・運営委員の選出  

7.    正会員の互選により選出される運営委員の定数は１２名とし、１年毎に半数を改選する。 
8.    運営委員の任期満了にともなう後任の選出は任期満了前に行うものとする。 
9.    運営委員の選出は無記名５名連記の投票により行う。得票順に定数だけ選出する。同一得票数の

場合は抽選により順位を決定する。 
10.  会計監事である者が運営委員に選出された場合は運営委員職を優先し、会計監事は欠員とす

る。欠員分は次回の総会で選出する。 
11.  任期中の運営委員である者および運営委員の任期を終えた次の年度にある者（いずれも会則第１

２条４項により補充された運営委員である者を含む）は正会員の互選による運営委員の選挙にお

いて被選挙権を持たない。 
・会計監事の選出  

12.  会計監事１名（任期を残した会計監事がいない場合には２名、うち１名の任期を当該年度終了まで

とする）は、当該年度総会において正会員の互選により選出する。 
・その他  

13.  本細則の変更は総会出席正会員の２分の１以上の同意により決する。 
  
付   則    
1. この細則は平成１５年４月１日より実施する。 
2. 委員および会計監事の選出に関する細則（昭和５５年１月９日）は廃止する。 
3. 本細則の変更は平成１６年度より実施する。 



4. 本細則第１項、第２項、第３項、第４項、第５項、第６項、第８項、第９項、第１０項の一部変更および第１

２項の追加は、平成１８年９月より実施する。 
5. 本細則第３項、第４項、第５項の一部変更は、平成２３年度より、第７項、第９項の一部変更および第１１

項の変更は、平成２２年９月より実施する。ただし、第７項の規程にかかわらず、平成２２年８月に運営委

員である者はその任期満了まで運営委員であり続ける。 
 
【常置委員会に関する細則】   
1.    本会に、庶務委員会、編集委員会、行事委員会、広報渉外委員会、顕彰委員会を置く。これらの各常

置委員会は、それぞれ別に定める規程に従って運営される。 
2.    この細則の変更は、運営委員会出席委員の２分の１以上の同意により決する。 
   
   付   則 
1. この細則は、平成１６年４月１日より実施する。 
2. 本細則第１項の一部変更は、平成２６年４月１日より実施する。 
  
【常置委員会関係規程】 
庶務委員会規程 

1.    本会は、総会、幹事会、運営委員会等の会議の運営、事務局および財務の管理、その他、他の委

員会の所掌に属しないことで運営委員会が必要と認めた事務の処理を行うために、庶務委員会を

置く。 
2.    庶務委員会の委員長は、庶務担当幹事があたる。委員長の任期は２年とする。ただし、再任するこ

とができる。 
3.    庶務委員会の委員は、委員長によって正会員の中から若干名が指名される。その任期は２年とす

る。ただし、再任することができる。 
4.    庶務委員会は、運営委員会の決定した基本方針に基づいて、庶務に関して必要な事項を審議し

実行する。 
5.    この規程は平成２６年４月１日より実施する。 

  
編集委員会規程 

1.    本会は、学会誌の発行のために編集委員会を置く。 
2.    編集委員会の委員長は、編集担当幹事があたる。委員長の任期は２年とする。ただし、再任するこ

とができる。 
3.    編集委員会の委員は、委員長によって正会員の中から若干名が指名される。その任期は２年とす

る。ただし、再任することができる。 
4.    編集委員会は、運営委員会の決定した基本方針に基づいて、学会誌の編集をおこなう。 
5.    この規程は、平成１６年４月１日より実施する。 
6.    この規程の一部変更は、平成２６年４月１日より実施する。 
7.    この規程の第 1 項、第４項の一部変更は、平成２６年５月１日より実施する。 

  
行事委員会規程 

1.    本会は、学術的会合開催のために、行事委員会を置く。 
2.    行事委員会の委員長は、行事担当幹事があたる。委員長の任期は２年とする。ただし、再任するこ

とができる。 



3.    行事委員会の委員は、委員長によって正会員の中から若干名が指名される。その任期は２年とす

る。ただし、再任することができる。 
4.    行事委員会は、運営委員会の決定した基本方針に基づいて、学術的会合に関して必要な事項を

審議し実行する。 
5.    この規程は、平成１６年４月１日より実施する。 

  
広報渉外委員会規程 

1.    本会は、関連学会および機関等との交流を深め、また本学会の広報活動を実行するために、広報

渉外委員会を置く。 
2.    広報渉外委員会の委員長は、広報渉外担当幹事があたる。委員長の任期は２年とする。ただし、

再任することができる。 
3.    広報渉外委員会の委員は、委員長によって正会員の中から若干名が指名される。その任期は２年

とする。ただし、再任することができる。 
4.    広報渉外委員会は、運営委員会の決定した基本方針に基づいて、広報渉外に関する必要な事項

を審議し実行する。 
5.    この規程は、平成１６年４月１日より実施する。 
6.    この規程の一部変更は、平成２６年４月１日より実施する。 

  
顕彰委員会規程 

1.    本会は、本会が授与する若手奨励賞、優秀ポスター賞の受賞候補者の選考、および他の顕彰事

業を行うために顕彰委員会を置く。 
2.    顕彰委員会の委員長は、顕彰担当幹事があたる。委員長の任期は２年とする。ただし、再任するこ

とができる。  
3.    顕彰委員会の委員は、委員長によって正会員の中から若干名が指名される。その任期は２年とす

る。ただし、再任することができる。  
4.    顕彰委員会は、上記の各賞受賞候補者を選出し運営委員会に推薦する。 
5.    若手奨励賞選考委員会の規程（平成１６年４月１日）は廃止する。 
6.    国際会議発表奨励者選考委員会の規程（平成１７年４月１日）は廃止する。 
7.    この規程は、令和６年４月１日より実施する。 


